
 

＜特集＞ PFASの現状と課題 

 

〔 全国環境研会誌 〕Vol.50 No.4（2025） 

2 
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PFASに関する環境省の取り組み 
 

須賀義徳 

（環境省水・大気環境局環境管理課） 

 

 

 

 

 1．はじめに 

 有機フッ素化合物のうち，ペルフルオロアルキル化合

物およびポリフルオロアルキル化合物は総称して「PFAS」

と呼ばれている。国際的に統一された定義はないが，OECD

の報告では少なくとも1つの完全にフッ素化されたメチ

ルまたはメチレン基を含むフッ素化物質と定義され，1万

種類以上の物質があるといわれている（図1）。フッ素原

子を多く含むPFASは耐熱性，耐薬品性，化学的安定性に

加えて，撥水・撥油性，潤滑性を示すものがあり，これ

らの特性を活用し，半世紀以上にわたって，半導体分野，

医療分野（医療機器／医薬品），輸送分野（自動車／航

空機／鉄道），建築／インフラ分野といった産業分野に

おいて，溶剤，界面活性剤，薬液等の配管材料，電線被

覆等の配線材料，O-リング・パッキン等の部材，保護衣

・保護具等のコーティング材料，潤滑剤等の幅広い用途

で使用されてきた。 

 一方で，ペルフルオロオクタンスルホン酸（以下PFOS

と略。）を始めとする一部のPFASは，環境中での残留性，

生物蓄積性等が懸念され，国内外で対応が進められてい

る。 

 環境省では，地域の方々のPFASに対する不安の声など

を受け止め，国内外の環境影響に関する科学的知見及び

対策技術等の継続的な収集を図りつつ，科学的根拠に基

づく対応と国民への分かりやすい情報発信に取り組んで

いる。具体的には，①環境中への新たな排出を抑制する

こと（作らない・出さない），②更なる汚染拡大を防止

すること（広めない），③健康影響を未然に防止するこ

と（目標値等を超える量のPFOS（後述）等を摂取しない），

④リスクコミュニケーションを推進すること（正しく知

る）の4つの柱で，PFASに係る取組を推進している。

                                     

    

    

     

     

     

    

    

     
 
 

 
 
  

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

     

                                                                                                                    

    

     

    

     

     

    

    
     

 
 

        
            
                            

                         
                    
                   
   

                         
           
                         
                 

                         
                     

                               

         

図1 PFASの分類 
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 2．PFASに関する規制 

PFASのうち，PFOS，ペルフルオロオクタン酸（以下PFOA

と略。）およびペルフルオロヘキサンスルホン酸（以下

PFHxSと略。）については，「残留性有機汚染物質に関す

るストックホルム条約（POPs条約）」において，環境中

での残留性，生物蓄積性，人や生物への毒性が高く，長

距離移動性が懸念されるとして，PFOS1は2009年に制限対

象に，PFOA2は2019年に廃絶対象に，PFHxS3は2022年に廃

絶対象にそれぞれ指定された。さらに，2025年4月から5

月に開催されたPOPs条約第12回締約国会議（COP12）にお

いて，新たに長鎖ペルフルオロカルボン酸（以下LC-PFCA

と略。）を同条約の廃絶対象に追加することが決定され

た。  

わが国でも，然るべき手続きを経て，「化学物質の審

査及び製造等の規制に関する法律（化審法）」に基づき，

PFOSは2010年，PFOAは2021年，PFHxSは2024年に第一種特

定化学物質（製造・輸入等が原則禁止）に指定された。

2025年の締約国会議で廃絶対象物質に指定されたLC-

PFCAについても，厚生労働省，経済産業省，環境省の3省

合同会合において，第一種特定化学物質への指定が適当

 
1 塩およびペルフルオロオクタンスルホニルフルオリド

も含む。 
2 塩およびPFOA関連物質も含む。国内では，PFOA関連物

質（環境中でPFOAを生成する物質）は2025年に規制され

であると結論づけられたところである。 

なお，すべてのPFASについて有害性等があると確認さ

れているわけではない。 

一方で，環境中には，主に過去にさまざまな形で排出

されたPFOS，PFOA等が残存しており，公共用水域（河川，

湖沼および海域）や地下水から検出される。このため，

後述する水道水や公共用水域・地下水における基準値等

を設定し，健康リスク低減のための取組を強化してきた。

  

 3．PFOS等を含有する泡消火薬剤の管理の強化 

前述のとおり，わが国では，すでに化審法に基づき，

PFOSは2010年，PFOAは2021年，PFHxSは2024年に製造・輸

入等が原則禁止されているが，規制される前に製造され

たPFOS等を含有する泡消火剤の一部が現在も残存してい

る。代表的なものとして，消防機関のほか，石油コンビ

ナート，空港などの施設の消火装置で使用される泡消火

薬剤があるが，国が定めた基準に従って，漏れることの

ないよう保管し，万が一漏れた場合には回収する等，厳

格な管理が義務付けられるとともに，その代替が進めら

れている。 

た。 
3 塩およびPFHxS関連物質（環境中でPFHxSを生成する物

質）も含む。国内では，PFHxS関連物質は改正作業中。 

                
              
                
             
                     
          

                
         

               
              
         

              
                 
                 

                 
               
                 
              
 

               
              
         

               
                
          

                 
              
              
                

                
              
              
       

                                                                
                

                       
                                      

           
      

             
           

          
        

                
       

                                                     
                          

                                                      
                             

             

                         

図2 PFAS対策の基本的方向性 
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PFOSやPFOAを含有する泡消火薬剤を廃棄物として処理

する場合には，PFOS含有廃棄物又はPFOA含有廃棄物とし

て，「PFOS及びPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的留

意事項」1)（2022年9月環境省環境再生・資源循環局廃棄

物規制課）を踏まえて，適正に取り扱う必要がある。同

技術的留意事項では，分解処理に当たってはPFOSおよび

PFOAの分解効率が99.999 ％以上であること等を確認す

ること，焼却施設にあっては燃焼ガス温度（PFOS含有廃

棄物は約850度以上，PFOA含有廃棄物は約1,000度以上（約

1,100度以上を推奨））や滞留時間（2秒以上）等の要件

を備えた燃焼室が設けられていることなどを示している。 

さらに，環境省では，PFOS等を含有する泡消火薬剤に

ついて，4年ごとに全国の在庫量を把握するための調査を

実施しており，2024年度の全国のPFOS含有泡消火薬剤の

合計量は，前回の2020年度の調査時338.8万Lから約45 ％

減少し，185.0万Lであった。今後も引き続き，関係省庁

および関係団体と連携し，PFOS等を含有する泡消火薬剤

の把握，代替促進等の施策を推進していくこととしてい

る。 

 

 4．国内での検出状況および対応 

環境省では，昭和49（1974）年度から化学物質環境実

態調査を実施し，自治体と連携して環境中における化学

物質の存在状況の把握に努めている（開始当時の調査名

は「化学物質環境調査」）。2009年にPFOSおよびPFOAを，

2018年度にPFHxSを調査化合物リストに加え，同一の測定

点において水質（河川等の公共用水域）等が測定される

こととなった2)。 

PFOSおよびPFOAについては，2013年に要調査項目に追

加され、毒性情報や水環境中の存在状況実態調査等を通

じた新たな知見の収集が行われた。2020年には，水環境

中における検出状況について引き続き注視する必要があ

ることから、要監視項目に指定するに至り，2019年度お

よび2020年度の全国存在状況把握調査に続き，地域の実

情に応じて，関係自治体においてモニタリングを実施し

ていただいている。関係自治体における公共用水域およ

び地下水の測定結果については，毎年環境省がとりまと

め，公表しており，2023年度の結果については図3を参照

いただきたい3)。 

なお，指針値の超過が確認された地点については，超

過した水が飲用に供されないよう，都道府県等において

必要に応じ，当該井戸の所有者等に対して指導・助言等

を行うなど，環境省が対応の参考となるよう作成した 

「PFOS及びPFOAに関する対応の手引き」4)に基づいた対応

が行われている。同手引きについては，2024年11月に改

定を行い，飲用ばく露防止を徹底することに加え，健康

影響等に関する情報発信についての記述を新たに設けた。

併せて，公共用水域および地下水におけるPFOSおよび

PFOAの水質測定については，地方自治体に対して，排出

源となり得る施設が立地している地域や，過去に指針値

                                                    

                          

                                                  
                             

                                               

                  

                                         

                                       

                                  

                    

                      

                     

                      

                                                   

                                  

                                

                          
                            

図3 2023年度における水環境での検出状況 
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を超える値でPFOS等が検出された地域などにおける調査

の充実を検討いただきたいこと，飲用によるばく露の防

止に資するため，特に水道水の取水が行われている地域

や地下水の飲用が行われている地域の周辺における水質

測定を充実させることが重要と考えられることなどを示

した。 

このほか，環境省では，使用済み活性炭の不適切な管

理からPFOS等の流出が起きたと考えられる事案が起きた

ことを踏まえ，活性炭の取扱い実態に関する調査を行っ

た上で，2025年3月に暫定目標値等を超過する濃度のPFOS

等を含む水の処理に用いた使用済活性炭の適切な保管等

についての留意事項を整理し，都道府県等に通知5)を行っ

た。 

水道水に関しては2020年4月にPFOS及びPFOAを水質管

理目標設定項目に位置づけ，暫定目標値として合算で50 

ng/Lが設定された（注：後述のとおり，2026年4月には水

質基準として施行される予定）。さらに，国土交通省と

環境省が共同で，水道施設におけるPFOS及びPFOAの検出

状況等を把握するため，水道事業，水道用水供給事業及

び専用水道を対象に，水道におけるPFOS及びPFOAに関す

る調査を行っている。2024年度の調査においては，検査

を行ったことがある水道事業のうち，PFOS及びPFOAの暫

定目標値（50 ng/L）を超過した事業数は，2020年度は 11

事業あったが，2024年9月30日時点では0事業であった6)。

また，専用水道においては，検査を行ったことがある設

置者のうち，暫定目標値の超過を確認した専用水道数は

42であった。一部の専用水道では，設置者に対する指導

が引き続き行われているが，超過した専用水道の多くで

は，水道水への切り替え等の対応措置が取られている。

さらに，国土交通省及び環境省では，2024年度の調査後

の状況把握や，検査未実施の水道事業者等の水質検査実

施を目的として，2025年5月からフォローアップ調査を実

施している。 

 

 5．水道水および公共用水域・地下水における目

標値等の設定 

前述のとおり，2020年に，PFOSおよびPFOAを水道水に

おける水質管理目標設定項目に位置付け，暫定目標値

（PFOSおよびPFOAの合算値で50 ng/L以下）を設定したが，

その後，内閣府食品安全委員会が2024年6月に「有機フッ

素化合物（PFAS）に関する食品健康影響評価書」7)を公表

したことを受けて，同年7月より，水道水におけるPFOSお

よびPFOAの目標値等の見直しについて，専門家による議

論が開始された。その後，2025年4月に中央環境審議会水

環境・土壌農薬部会水道水質・衛生管理小委員会におい

て，水道における水質基準への引き上げ等に関する方向

 
4 塩も含む。 

性が取りまとめられ，5月には中央環境審議会会長より答

申された。環境省では，本答申を受け，6月，水道におけ

る水質基準への引き上げ等に係る省令改正8)を行った。こ

れにより，2026年4月から水道事業者等に水質検査や基準

遵守が義務付けられることとなる。 

また，公共用水域・地下水におけるPFOSおよびPFOAに

ついても，2020年に要監視項目に位置付け，指針値（暫

定）（PFOSおよびPFOAの合算値で50 ng/L以下）が設定さ

れていたところであるが，水道に係る省令改正と同様，

2025年6月に，同数値で「指針値（暫定）」を「指針値」

とする旨の通知9)を発出した。この通知では，PFOSおよび

PFOAに係る水質測定計画の検討に当たり，水道水の取水

が行われている地域については水道事業者・水道用水供

給事業者や都道府県水道行政担当部局が把握・公表して

いる情報を，また，飲用井戸の設置場所等については都

道府県および市が把握している情報をそれぞれ活用する

ことが考えられる旨を示すとともに，指針値を超過した

場合の情報共有が適時適切に行われることが重要である

ことから，適宜，これら関係者との連携について留意す

るようお願いしている。 

このほか，PFOS4およびPFOA5は，事故等によって環境中

に多量に排出された場合に人の健康への悪影響が懸念さ

れる物質として，水質汚濁防止法で定める「指定物質」

に追加された（2023年2月）。これにより，事故等により

指定物質を貯蔵等している施設（指定施設）から公共用

水域等に流出した場合，指定施設の設置者は，汚染が広

がらないよう応急の措置を講じ，講じた内容等を都道府

県知事に届け出ることが義務付けられることになった。

また，事故時のみならず，消火活動によるPFOS等含有泡

消火薬剤の使用に伴ってPFOS等が公共用水域等に流出し

た場合についても，その流出状況等について関係自治体

に情報提供するよう協力を依頼している。 

 

 6．さらなる科学的知見・技術的知見の収集 

PFASに係る科学的知見は国内外を問わず十分とはいえ

ないことから，環境省では，さらなる科学的知見の集積

に向けた調査や研究も進めている。 

その１つとして，PFAS一斉分析法の開発に向けた検討

がある。現在，環境省は，国内水環境におけるPFOS，PFOA

およびPFHxSに係る測定方法を公表しているが，それ以外

のPFASについては，統一的な測定方法が設定されていな

い。そこで環境省では，2023年9月より，PFAS一斉分析法

の開発に向けた検討を行っている。具体的には，PFASの

うち，国外の測定方法であるEPA Method 1633およびISO 

21675で測定可能な計44項目を測定対象とし，国内の多様

な水試料における，定量下限値，回収率，分析精度，分

5 塩も含む。 
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析費用等の課題を検討しているところである。 

その他にも，環境研究総合推進費を活用した「環境中

PFASの包括的評価を目指した総PFASスクリーニング測定

技術の開発」（2024～2026年度），「廃棄物の処理・処分

・再資源化の段階におけるPFASの包括的な評価・管理の

ためのモニタリング／モデリング手法の開発と応用」

（2024～2026年度），「最終処分場浸出水等に含まれる

POPs等の排出機構の解明とリスク低減技術の開発」（2023

～2025年度），「環境動態モデルと実測による規制・未

規制PFASの包括的な水道水源水質管理戦略と水質監視手

法の構築」（2025～2027年度），「PFASの排出源推定と

分布予測を可能とする広域地下水流動モデルの創出」

（2025～2027年度），「PFAS含有廃棄物等に対する適正

なリサイクル技術・システムの構築に関する研究」（2025

～2027年度）等の研究が進められている。 

また，環境省では，2025年度，環境中で検出されたPFOS

等の濃度低減のための効果的な対策技術に関する知見を

充実させることを目的として，PFOS等の濃度低減のため

の対策技術の実証事業を実施している。具体的には3サイ

ト（土壌1地点，排水2地点）の関係者の協力を得て，4月

から5月にかけて低減対策技術に関する公募を実施した。

延べ74件（50社）の応募があり，その中から計9件（8社）

を実証対象技術として選定10)し，7月に公表を行った。選

定した対策技術を図4に示す。 

図4から分かるとおり，土壌に関しては熱分解，分級洗

浄，固化・安定化，排水に関しては活性炭（再生含む）, 

イオン交換樹脂，泡沫分離，プラズマ，超音波，エマル

ション，光分解といった技術について，現在，実証事業

を進めている（技術の組み合わせを含む。）。実証事業

を通して得られた知見については，地方自治体等にも広

く共有していく予定である。 

 

 7．健康影響に関する調査・研究およびリスクコ

ミュニケーション  

前述の分析，環境動態，濃度低減技術等に関する知見

に加え，健康影響についても不明な点が多く，科学的知

見の充実が求められていることから，環境省では，環境

研究総合推進費を活用した研究，「子どもの健康と環境

に関する全国調査（エコチル調査）」，「化学物質の人

へのばく露量モニタリング調査」など科学的に評価可能

な疫学調査や研究を進めている。また，2024年度からは，

水道水質基準や水環境の指針値が設定されているPFOSお

よびPFOA以外のPFASについて，リスク管理を行う優先度

が高い物質を抽出するために必要な有害性やその定量的

な把握手法に関する研究として，「PFASに関する総合研

究」に取り組んでいる。3課題について，2026年度までの

3年間にわたって研究を行うこととしている。 

さらに，環境省では，関係者による円滑なリスクコミ

ュニケーションを促進するために，4つの取組を行ってい

る。１つ目は「PFOS，PFOAに関するQ&A集」11)の作成であ

図4 実証化事業一覧 
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る。令和5年に，PFASに関する総合戦略検討専門家会議の

監修の下，その時点の科学的知見等に基づいたQ＆A集の

作成を行った。２つ目として，令和6年に，リスクコミュ

ニケーションツールとして，自治体の窓口でお渡しする

ことが可能なリーフレットを作成した12)。 

3つ目に，令和7年3月，地域でのさらなるリスクコミュ

ニケーション促進のため，自治体担当者向けにPFASに関

する基礎知識，環境中の存在状況，人の健康への評価，

PFASへの対応などの情報をまとめた「PFASハンドブック」
13)（図5）を作成した。 

さらには，4つ目として，環境省ホームページ上にこう

したPFASに関連する資料等をとりまとめたポータルサイ

ト14)を整備するとともに，今般の水道水質基準に関する

省令の改正等に係る関連資料15)についても掲載したとこ

ろであり，引き続き，自治体等の方々のリスクコミュニ

ケーションに活用できるようなツールの充実や分かりや

すい情報発信に努めていく考えである。  

 

 8．おわりに 

PFASについては，その時点の最新の知見に基づく健康

リスク低減のための取組が行われてきた。環境省として

は，関係省庁とも連携し，研究やモニタリング等によっ

て科学的知見・技術的知見の収集に取り組むとともに，

さらなる対応の充実や正確で分かりやすい情報発信に努

めていく考えである。 
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